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1953年に日本で地上波テレビ本放送が開始さ
れてから66年が経過し、その間、衛星放送の開
始による有料多チャンネル化、VHS、DVD、
Blu-rayと進化した映像記録デバイスの普及な
ど、テレビと動画を取り巻く環境は段階的に多
様なチャネルの広がりを経験してきた。現在で
はインターネットとモバイル端末の普及を背景
に、オンラインで提供される動画配信サービス
が多様化し、特にプラットフォーマーと呼ばれる
グローバルのメガプレイヤーによる定額制のオ
ンデマンドサービスとオリジナルコンテンツが、
業界のディスラプターとなりつつあるという
ニュースを日々目にするようになっている。

この変化は、本業界にかかわる様々なプレイ
ヤー企業や団体に所属する人々だけではなく、
視聴者である一般のユーザーにとっても非常に
興味深いことに違いない。近い将来に予測され
ているモバイルのさらなる普及、5Gなどのネッ
トワークの高度化、AIなどのテクノロジーを駆
使したパーソナル化の進展といった要素との関
連も含めて、今後10年のテレビ・動画業界の構
造変化をどのように捉えるかという議題はより
重要性を増している。

デロイトが毎年実施している「デジタルメディア
利用実態調査」においても、各国間でまだばら
つきはあるものの、多くの国でストリーミング
サービスや定額制動画配信の利用は急速に拡
大しつつあり、日本においても同様の傾向が見
てとれる。近年は、日本においてもこうした新興
メディアに関する項目についての注目・反響が
高いということを我々も発行者として実感して
いる。

本稿では、このような環境の中で、業界で重要
な役割を果たすと想定される各プレイヤーが、
可能性の高いシナリオオプションにおいてどの
ようなスタンスで取り組むかが予測され、その
際に前提となる環境設定はどうなっているべき
か、といった問いを検討するためのフレームや
主要なドライバーを提示している。元々はデロ
イトの欧州チームによるレポートであるが、その
アプローチ、検討のための材料の例などは、日
本市場について検討する際にも参考になるこ
とが多い。

本稿では、プレイヤーの構造と消費者へのアク
セスという2軸をもとに、具体的な検討材料と
して4つの主要シナリオを設定している。このシ
ナリオには、すでに我々が目にしたことのある
一般的な将来予測で語られている主要な論点
も含まれる一方、日本においてはまだあまり注
目されていないポイントにも言及されている。
この内容をもとに各シナリオにおけるプレイ
ヤーの位置づけや、設定された前提条件など
を詳細に検討することで、今後各企業や団体が
取りうる戦略立案の参考になると考えられる。

2020年の節目に向けて、大規模スポーツイベ
ントなど具体的な目標の下で、テレビ・動画業
界を取り巻く環境変化は加速しつつある。従来
型の市場プレイヤーだけでなく、放送・通信の
垣根を越えてより多くの企業や団体がこの業界
との関連を深めていく中で、本稿が読者の皆様
の事業戦略検討の一助になれば幸いである。

松永 鋭太郎
デロイト トーマツ コンサルティング合同会社
執行役員

日本語版発刊に寄せて
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しかし、このような劇的な予測は本当に現実と
なるだろうか？テレビ・動画はまさに多くの不確
定要素に直面しており、このセクターの変化の
程度を予見するのは難しい。ストリーミング
サービスは、もはや映画やテレビ番組のための
単なるプラットフォームではなく、自らコンテン
ツの制作やライセンス供与にも投資している。
これにより、従来型のテレビ・動画業界と直接
競合することになる。同時に、放送局やメディア
企業は、独自のオンデマンドサービス提供を開
始している。また、大手コンテンツプロデュー
サーは独自のストリーミングサービスを設立し
ている。
別の視点から言えば、オンデマンドサービスは、
消費者のテレビ・動画消費に関する需要を急速
に変化させている。

デロイトの「デジタルメディア利用実態調査
2018」では、米国の消費者の約48％が毎日ま
たは毎週テレビコンテンツのストリーミングを
利用しているとの結果になった1。英国でも同様
に、動画のストリーミングサービスの重要性が
増しており、すでに全消費者の41％がこのよう
なサービスを有料利用している2。より保守的な
ドイツのテレビ市場でさえ、人口の44％が少な
くとも週に1回、SVoD（subscription-based 
video-on-demand：定額制動画配信）を利用
している3。VoD（video-on-demand）の成功
により、消費者は見たいコンテンツをいつでも、
どこでも、そして自分のニーズにもっとも適した
フォーマットでアクセスできることへの期待をま
すます高めている。

このように急速に変化する市場環境は将来の
予測を、不可能ではないにしても困難なものに
している。そこで我々は、より包括的なアプロー
チを採用した。本稿では、2030年のテレビと動
画がどうなっているのかを垣間見る、4つのシナ
リオを紹介する。我々のシナリオアプローチの
目的は、最も起こり得る結果を予測することで
はなく、テレビ・動画の世界で起こりうると説得
力をもって示される内容を説明するものであ
る。それはまた、今日の市場におけるプレイ
ヤーが、その過程で生じる数々の変化や不確定
要素に対処するために、どのように適応できる
か、提案するものでもある。

はじめに： 
進化する市場
「オンデマンドサービスはテレビ・動画業界を崩壊させる」、「NetflixやAmazonのような
新しいプレイヤーは、すぐに従来の放送事業者に取って代わるだろう」、「テレビや動画に
関する視聴者の需要は根本的に変化している」。既存プレイヤーは、将来のテレビ・動画
市場環境でのポジションをおびやかすようなこうしたニュースにますます直面するように
なっている。

1 Deloitte "Digital Media Trends Survey 2018" 2018 （米国）； 2 Deloitte "Digital Democracy Survey 2018" （グローバル）；  
3 Deloitte "Media Consumer Survey 2018"（ドイツ）
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絶えず変化するテレビ・動画市場には、新しい
マーケットオファリング、破壊的なデジタルプレ
イヤー、そして急速に変化する消費者の要求と
いう特徴がある。
このような不確実な環境下では、利害関係者の
戦略的措置が、将来の市場の状況に影響を与
える重要な要素となる。今日決定することは、
将来の消費者との関係性や市場構造および技
術標準に大きな影響を与えるだろう。

従来の戦略分析の手法では、このような不確実
性の高い環境下でうまく対処することは困難で
ある。一方でシナリオ設計は、3～5年という通
常の計画期間を超えた考察を可能にする。将
来を明確に予測することは不可能だが、シナリ
オ設計では、特定の戦略的課題のリスクと機会
を分けて整理する。これは、異なる将来予測の
パターンに応じて強固な戦略を練るのに有効
な手法である。

つまり、具体的に起こり得る未来の世界につい
て複数のシナリオを描き、かつ各シナリオが他
のシナリオとは実質的に異なることが必要に
なる。

シナリオ設計の目的は、将来の出来事を特定す
ることではなく、将来を様々な方向に動かす影
響要素を際立たせることにある。シナリオとは、
今日の意思決定が影響を与える可能性のある、
異なる未来環境についての説明であり、予測で
も戦略でもない。影響要素を可視化すること
で、戦略立案者はそれを考慮し、状況に応じて
適切に戦略を適応させることができる。

シナリオで考える
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我々のシナリオの根底にあるのは、テレビ・動
画業界の将来を潜在的に形成していく、一連の
ドライバーである。我々は専門家にインタ
ビューを行い、自然言語処理（N a t u r a l 
Language Processing：NLP）アルゴリズムに
基づく独自の外部環境分析を実施した。その結
果をもとに、各ドライバーを社会的、技術的、経
済的、環境的、政治的要因（STEEP＊）に分類し、
不確実性のレベルとテレビ・動画業界への影響
度で評価した（図1参照）。

シナリオのキードライバーと 
策定方法

従来型テレビおよびノンリニアの提供コン
テンツは共存するだろう。新規および既存
のプレイヤーは、市場が統合されつつある
中でのバリューチェーン上で新たな立ち
位置を得ることになるだろう。

＊ STEEP：Social、Technological、Economic、Environmental、Politicalの各要素の頭文字を合わせたもの
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図2 － 影響度と不確実性のレベルに応じたドライバーの評価
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このようにして我々はシナリオに関連する2つ
のタイプのドライバーを特定した。
 • 影響が大きく、明らかに予測可能な進化を伴
うドライバー（「確実に言えること」に関する章
を参照）

 • テレビ・動画業界に大きな影響を与えうる、
不確実性の高いドライバー

不確実で関連性の高いドライバーは、「検討領
域」に位置している。これが我々の一歩踏みこ
んだアプローチの基本となるセクションである。
「検討領域」の23のドライバーについては、相互
依存性と適合性を測定するテストが行われ、相
互の関連性のレベルにしたがって集約化され
た。このプロセスの最後に、「重要な不確定要
素」の組み合わせが選ばれ、その結果、最も

チャレンジングで多様かつ重要な4つのシナリ
オが出来上がった。我々のシナリオ分析の基礎
となるシナリオマトリクスは、このプロセスに
よって生まれたものである。本マトリクスは、重
要な不確定要素を示す2つの軸から構成されて
いる。その2つとは「プレイヤーの構造はどうな
るのか？」および「誰が消費者にアクセスできる
のか？」という問いである。（図3参照）

図3 － 2030年のテレビ・動画のシナリオ概観
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「プレイヤーの構造はどうなるのか？」の軸は、
テレビ・動画業界におけるプロバイダーの置か
れている状況変化を反映している。この側面
は、グローバルメディアプレイヤーが国内放送
事業者やコンテンツ事業者を周縁部に押しや
り、国際化がすすむ可能性を示している。また、
Amazon、Apple、Facebook、Google、
Netflixなどの大手デジタルプラットフォーマー
（Digital Platform Companies：DPCs）が、
自社でコンテンツを制作するなど、テレビ・動画
のバリューチェーン上の新たなステージに参入
することが増えている事実も考慮している。

第2の軸、つまり動画の将来を左右する重要な
不確定要素は、「誰が消費者にアクセスできる
のか？」である。これは、放送事業者、デジタル
プラットフォーム企業、あるいはコンテンツプロ
デューサーが、革新的な広告や有料モデルを通
じて、マネタイズ方法に大きな影響をもたらし、
消費者との直接的な関係性を活かすことがで
きるようになるかという問題を提起する。

我々は、将来のテレビ・動画市場における主要な
創造的破壊者はデジタルプラットフォーマーだと
考えている。これとは対照的に、放送事業者および
コンテンツプロデューサーは、変化の必要にせま
られている。

2030年までのテレビと動画の未来
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確実に言えること
前述のように、科学的シナリオアプローチを通じて、今後確実に進化を遂げると予測され
る、いくつかの影響要素を専門家の視点で特定した。これらの要素は、テレビ・動画の将
来に大きな影響を与えるだけでなく、4つのシナリオすべてとの関連性を持つものである。
以下、その影響を概説する。

デジタル化はコンテンツの制作、配信、 
レコメンデーション機能を変える
オールIP（Internet Protocol）はテレビ・動画
配信のスタンダードとなる。メディアサービスが
フレキシブルにモバイルからも利用できるよう
になり、デジタルトラフィックが激増するが、ファ
イバーインフラおよび5Gネットワークが対応し
ていくことになる。更にそれ以上に、動画制作
プロセスのデジタル化が強力に推進されていく
ことになる。人工知能（AI）およびアナリティクス
は、インテリジェントなレコメンデーション機能
をもたらし、スマートなコンテンツ発見の重要
な鍵となる。

従来型テレビとノンリニアコンテンツは 
共存していく
リニアコンテンツおよびオンデマンドコンテンツ
は等しく重要であり、平和的に共存する。VoD
は間もなくあらゆる人々にとっての主流サービ
スになると同時に、リニアテレビも依然として
重要であり続ける。特にスポーツや大型イベン
トなどのライブコンテンツによって、従来型リニ
アテレビの重要性は維持されるだろう。

広告がターゲット化していく
テレビ・動画の広告は、新しいフォーマットに適
応してますますパーソナライズ広告に注力して
いくようになるだろう。消費者データを活用する
ことで、利害関係者は自らの広告やコンテンツ
をハイパーターゲット化し、顧客エクスペリエン
スと価値を最大化することができる。とはいえ、
ターゲット広告は、依然として規制や消費者の
データ共有意向に依存している。広告による
マーケティングは、完全に自動化されたプロセ
スと個々の販売交渉との中間にあるような位
置付けとなる。

2030年までのテレビと動画の未来
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市場規制は全体的に緩やかになる
今日の厳しく規制されたメディア業界に比べ
て、市場規制はより緩やかになるだろう。オンラ
インおよびモバイルサービスの規制レベルが低
いことが、市場における全てのプレイヤー、特
に従来型のメディア企業に対する規制圧力の
軽減につながる。規制圧力の低下は、特に市場
プレイヤー間の協業やメディア所有権の集中に
関してより高い自由度をもたらすであろう。ネッ
トの中立性は依然として存続するだろう。

広告収入と直接収入はもっとも重要なもので
あり続ける
テレビ・動画市場の主要プレイヤーにとって、新
たな収入源を生み出すことはむしろ困難であ
る。コンテンツの需要に基づく価格設定のよう
な、革新的なサービスが大幅に優勢になること
はない。加えて消費者データは、収益化におい
ては部分的な使用にとどまるであろう。消費者
が個人データを積極的に提供しようとはしない
ため、放送事業者にとっての新しいデータ・ドリ
ブンな収益源はそれほど多くはならないだろう。

新規および既存のプレイヤーは、統合されつつ
ある市場の中のバリューチェーン上で、新たな
立ち位置を得る
グローバルなメディア業界では部分的に統合
が進むだろう。利害関係者は、戦略的な合併、
買収および提携を通じて、コンテンツの質と配
信能力を強化していく。更に、事業を拡大するこ
とによって、多くの市場プレイヤーのバリュー
チェーン上の立ち位置が変わっていくことにな
る。放送事業者は、コア・コンピタンスに注力す
るだけでなく、バリューチェーンの中で従来とは
異なる地位をも有するようになる。
将来のテレビ・動画市場では、OTT（オーバー・
ザ・トップ）事業者のサービスがますます重視さ
れるようになる一方、テクノロジープレイヤーは
それほど重視されない。コンテンツ制作の分野
では、従来型のスタジオと非従来型のプロバイ
ダーの両方が存在することになる。

2030年までのテレビと動画の未来
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4つのシナリオ
以下のシナリオは、テレビ・動画市場が、将来どのよう
な異なる道筋をたどる可能性があるかを示している。 
それぞれの違いや、将来どのようなリスクや機会が生ま
れるのかという点について、個別に紹介していく。

2030年までのテレビと動画の未来
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シナリオA

このシナリオでは、いくつかのグローバルなデジタルプラット
フォーム企業が、コンテンツの集約と配信に関する国内の放送
事業者の主導的な役割を引き継いでいる。これらの企業は、コ
ンテンツの制作、集約、配信、および顧客との直接的な関係性の
構築など、バリューチェーンのすべての段階に参入し、テレビ・動
画市場を支配している。大規模なスーパーマーケットのように、
デジタルプラットフォーム企業は、グローバルおよび国内のコン
テンツを幅広く提供しており、いくつかの独占的なオリジナルコ
ンテンツやスポーツ放映権によってのみ差別化されている。

ユニバーサル・スーパーマーケット



今日の我々が認識している形での放送事業者
は消滅した。動画コンテンツは、オールIPで主
にインターネット経由で配信されており、放送
事業者は痛みを伴いつつ変化してきた。放送事
業者は、配信やカスタマーリレーションシップに
関与せずに、概ね国内向けもしくは専門的なコ
ンテンツの純粋なクリエイターに進化しており、
デジタルプラットフォーム企業のユニバーサル・
スーパーマーケットに各社独自のチャネルを持
ちコンテンツを配信している。とはいえ、放送事
業者は依然として動画市場の重要な部分を占
めている。ニュースやローカル（化された）フォー
マットなどの重要なコンテンツに対する視聴者
の需要が、彼らの存在を必要としたのだ。

市場変革の初期には、消費者は利用可能なコ
ンテンツの量とコンテンツプロバイダーの急増
に圧倒された。その混乱は急速に不満へと変
わっていった。その後、グローバルなデジタル
プラットフォーム企業は、AIを活用したスマート
なコンテンツ選択やレコメンデーション機能を
開発するために、自社の技術力を向上させて
きた。

加えて、ベンダー市場の統合が開始された。グ
ローバルなデジタルプラットフォーム企業は、そ
の資金力によって、独占的にスポーツ放映権を
獲得し、世界的な大ヒットコンテンツを生み出
し、放送事業者やコンテンツクリエーターと
いった比較的小規模なプレイヤーをバリュー
チェーンの主要なステージから追いやった。

消費者との関係に加え、広告もデジタルプラッ
トフォームに移行した。放送事業者は、デジタル
プラットフォーム企業の収益シェアに依存して
おり、直接提供型の有料コンテンツや広告収入
からは距離を置いている。

広告代理店やトレーダーは、デジタルプラット
フォーム企業の直接的な広告取引モデルにお
いては不要となり、姿を消した。そのうえ、デジ
タルプラットフォーム企業の優れた技術力は、
パーソナライズされ、インタラクティブな新しい
形式の広告の導入を可能にした。

このシナリオでは、規制当局はデジタルプラット
フォーム企業の市場における力を監視・制御す
るための重要な措置を講じなかった。市場は統
合されたが、ローカルコンテンツへのアクセス
は保証されていると広く考えられている。規制
当局の見解では、デジタルプラットフォームは、
さまざまな文化的嗜好に対応し、質の高いロー
カルコンテンツを提供する上で、適切な役割を
果たしているとみなされている。

2030年までのテレビと動画の未来
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「コンテンツが真の王者」のシナリオでは、大規模なグローバル
コンテンツホルダーが市場変化の勝者である。バリューチェー
ン全体を垂直統合し、デジタルプラットフォーム企業からコンテ
ンツを引き上げ、また供給を差し控え、プラットフォームを迂回し
て独自のチャネルを介して配信し、顧客との直接的な関係を構
築している。

コンテンツが真の王者
シナリオB



コンテンツは動画市場における主要な差別化
要因となった一方、配信、検索、レコメンデー
ション機能などの技術はコモディティとみなさ
れている。

ブランド力のある番組を有し、強いグローバル
リーチを誇る大手コンテンツホルダーは、費用
のかかる大ヒット作品を擁して世界中の視聴者
をターゲットにし、規模の経済性によるメリット
を大いに享受している。小規模なコンテンツ事
業者は市場から追い出されてしまった。コンテ
ンツの種類は減少しているが、グローバルなコ
ンテンツ制作の質は新たな次元に達している。

放送事業者は、強みを持つローカルフォーマッ
トの制作のみにシフトすることで生き延びてき
た。彼らは世界の大手コンテンツホルダーのサ
プライヤーへと進化し、各国の規制当局の保護
の恩恵を受けている。

デジタルプラットフォーム企業は、単なる配信
チャネルへと後退し、純粋に配信技術に焦点を
当てるようになった。デジタルプラットフォーム
企業のビジネスモデルは根本的に変化した。な
ぜなら、消費者はもはや特定のプラットフォー
ムに対して対価を支払わず、好みのコンテンツ
を直接購入するからである。広告とは別に、フ
リーミアムサービスがデジタルプラットフォーム
企業にとって重要な収益源となっている。

このシナリオではコンテンツが真の王者である
ため、世界中のコンテンツホルダーが広告主と
直接交渉を行う。世界規模の新しい広告モデル
は、コンテンツホルダーおよびグローバルなコ
ンシューマーブランドにとって有益であることが
証明されている。最終的に、市場における広告
パートナーシップの在り方が確立された。スポ
ンサーとコンテンツマーケティングにおける
パートナーシップがその代表例である。

2030年までのテレビと動画の未来
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このシナリオでは、国内の放送事業者はデジタル変革を成功さ
せ、テレビ・動画のエコシステムにおいて強固な地位を確保し
た。放送事業者はデジタルプラットフォームへと進化し、顧客と
の直接的な関係を確立し、オンデマンドコンテンツを提供してい
る。変革の過程で、放送事業者は優れたデジタル能力を開発し、
これまでデジタルプラットフォーム企業に独占されていたター
ゲット広告やレコメンデーション機能など、新しいサービスに参
入している。
さらに、コンテンツ割り当てなどの規制措置に支えられると同時
に、国内の視聴者にとって親和性の高いコンテンツのおかげで、
放送事業者は市場で優位に立っている。

放送事業者による巻き返し
シナリオC



国内の放送事業者とグローバルなデジタルプ
ラットフォーム企業が市場で共存することで、豊
富なコンテンツが保証されている。国内放送事
業者はローカルに適したコンテンツに注力する
一方で、デジタルプラットフォーム企業はグロー
バルな作品や大ヒット作を提供している。視聴
者は、グローバルもしくは国内のソースから、リ
ニアもしくはノンリニアコンテンツを選択するこ
とができる。

いくつかのコンテンツパートナーシップとは別
に、技術提携も市場形成に寄与した。変革の過
程で、オールIPの通信事業者はデジタルメディ
ア配信の専門知識を生かし顧客データを活用
して放送事業者を支援した。通信事業者と放送
事業者は、それぞれ国内でのシェアを有し、同
じ地域市場にサービスを提供する理想的な
パートナーである。この提携により、顧客データ
へのスマートなアクセスを可能にする高性能な
プラットフォームを介した、効率的なコンテンツ
配信が可能となった。

このように技術的に進歩した場合のシナリオで
は、広告主にとって非常に重要な顧客のインサ
イトを、放送事業者が獲得している。収集され
たユーザーデータがあれば、完全にパーソナラ
イズされた広告を効果的に提供できるようにな
るが、広告は厳格なデータプライバシー規則を
含む強力な規制フレームワークに組み込まれ
ている。広告代理店は依然として市場に存続し
ており、法の枠組の範囲内で、放送事業者が革
新的な広告を提供できるよう支援している。

また、放送事業者は国レベルでの強力なメディ
ア規制の恩恵を受けるため、規制的支援のもと
でローカルコンテンツ制作を実施できる。各国
や欧州における厳しい規制枠組は、世界的に
支配力を増すデジタルメディア企業の脅威に対
する回答である。こうした規制に伴う関連諸制
度により、放送業界団体は、強固な国内メディ
ア業界を維持できている。

2030年までのテレビと動画の未来
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最後のシナリオでは、テレビ・動画市場には支配的なプレイヤー
が存在せず、多様性に富んだエコシステムに進化するというも
のである。その際消費者は、多数の配信プラットフォーム、豊富
なコンテンツ、そして市場におけるプレイヤーが徐々に入れ替わ
ることによるメリットを享受している。国内コンテンツに対する需
要は依然として高く、グローバルプレイヤーとローカルプレイ
ヤーの間のパートナーシップは広範囲に及んでいる。コンテンツ
の制作と配信の明確な分離は、このシナリオのもう1つの重要
な特徴である。

多様性に迷う
シナリオD



このシナリオでは、プレイヤーの誰もがすべて
を行う。グローバルなデジタルプラットフォーム
企業は、顧客との直接的な関係を確立してい
る。また、通信事業者、放送事業者およびコン
テンツプロデューサーも、独自のデジタルプラッ
トフォームの構築に成功している。デジタルプ
ラットフォーム企業は、注目度の高いコンテンツ
シリーズなどの世界的なフォーマットの制作に
貢献している。また、ニーズのあるローカルコン
テンツを提供するために、地方のコンテンツプ
ロデューサーとの提携も行っている。通信事業
者はスーパーアグリゲーターの役割を果たして
いる。プラットフォーム横断的にコンテンツにア
クセスできる形式の、顧客の視点に立ったマー
ケットを作り上げている。消費者はコンテンツ
にのみ関心があり、したがって、どのプラット
フォームであるかを重視しない傾向にある。

国内放送事業者は、ローカルニュース、スポー
ツ、映画、シリーズものに対する消費者の膨大
な需要に応えている。初期の段階でデジタル変
革を開始した放送事業者は、コンテンツ配信の
ために独自のプラットフォームを使用している。
他の放送事業者はプラットフォーム事業者との
パートナーシップを確立しており、放送事業者
とグローバルなデジタルプラットフォーム企業
との共同制作が一般的な傾向としてみられる。
全体的に、国内の放送事業者は独立したまま
であり、さまざまな収入源によって活動を維持
している。

この活気に満ちたダイナミックな市場では、広
告代理店は変わらず重要な存在である。広告
代理店は、広告予算を計画的に配分し、テレ
ビ・動画の複雑なエコシステムの中でガイダン
スを提供する。デジタルプラットフォームによっ
てパーソナライズされた広告が容易に提供でき
るようになったため、代理店は包括的なデータ
アナリティクスのスキルを習得しなければなら
なくなった。このようにして、彼らは広告主に
とって欠かせないアドバイザーとなった。

このシナリオにおいて、規制当局の最大の関心
事は、ローカルなコンテンツおよびメディア企
業の存続である。規制当局が強力に保護したこ
とで、国内放送事業者は大手のグローバルなデ
ジタルプラットフォーム企業のデジタル能力お
よび資金力に対抗できている。

2030年までのテレビと動画の未来
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図4 － 二軸から構成する4つのシナリオ

テレビ・動画市場は、支配的なプレイヤーが
存在せず、プレイヤーが徐々に入れ替わる多
様なエコシステムに発展してきた。

国内放送事業者は、少数のグローバルなデジ
タルプラットフォーム企業に取って代わられた。

国内放送事業者は、デジタル変革を成功させ
たことによって、その地位を維持した。

グローバルなコンテンツホルダーは、消費者
との直接的なリレーションシップを活かすこと
ができ、その結果、もっとも影響力が高まった。

プラットフォーム所有者

コンテンツホルダー

国内の
プレイヤーが

牽引

グローバルな
プレイヤーが
牽引
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我々の4つのシナリオの内容はそれぞれ異なる
が、それらすべてに共通する非常に重要な示唆
が得られる。まず、放送事業者とコンテンツプ
ロデューサーは、現在の市場での地位に頼るこ
とができない。自社のビジネスモデルや将来の
収益源を守るためには、直接の競合他社との
協力や提携も検討する必要がある。デジタルプ
ラットフォーマーの脅威に対抗するためには、
共同制作、共同配信、あるいは共同のプラット
フォームさえ適切な対策である。並行して、テレ
ビ・動画のバリューチェーンで同じ地位にある
プレイヤー間の提携に関しては、規制当局は規
制を緩和する必要がある。放送事業者とコンテ
ンツプロデューサーは、このような協働モデル
が許可されるよう規制当局に働きかけなけれ
ばならない。

加えて、既存の放送事業者やコンテンツ事業者
は、技術的スキルに絶えず投資しなければなら

ない。技術は、ビジネスプロセスの中核的要素
となり、それらを習得することは、ますますデジ
タル化が進む動画市場において、優位に立つた
めの前提条件である。よって従来のプレイヤー
は、デジタル人材を引き付ける必要があると同
時にクリエイティブなマインドセットをもつ必要
がある。技術に加え、魅力的でクリエイティブな
コンテンツこそが間違いなく最も重要であり続
ける。

これらの総合的な示唆の他に、4つのシナリオ
からそれぞれ放送事業者およびコンテンツ事
業者の実際の選択肢に影響を与えうる異なる
要素を得ることができた。各シナリオに応じて、
利害関係者は基本的な判断を適切に導き出さ
なければならない。とはいえ、個々の戦略的オ
プションを策定するためには、各市場プレイ
ヤーの潜在的なリスクを個別に分析する必要
がある。

詳細な考察
シナリオを最後まで見ると、デジタルプラットフォーマーが将来のテレビ・動画市場における
主要な創造的破壊者であることがわかる。これとは対照的に、放送事業者およびコンテンツ
プロデューサーは、変化の必要にせまられている。そこで我々は、これら2つの利害関係者
グループが取り得る戦略的なオプションをより詳細に検討する。
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ユニバーサル・スーパーマーケット
このシナリオでは、放送事業者およびコンテンツプロデューサーは、ブランド力の強い
コンテンツの導入とポジショニングに焦点を当てる必要がある。このブランド化された
コンテンツは、コンテンツ配信事業者とのパートナーシップを検討する際に、交渉上の
立場を優位にする。コンテンツブランドについては、より国際的にライセンス供与と活
用を求めるべきである。放送事業者とコンテンツプロデューサーは、新たな収入源を
確保するために、マーチャンダイジングなどのテレビ・動画市場以外の分野にもビジ
ネスモデルを広げていかなければならない。

コンテンツが真の王者
大手コンテンツプロデューサーは、世界の大手企業のスピードについていくために、直
接的に、あるいは子会社を通じて、海外のコンテンツ制作により大きく投資する必要が
ある。このシナリオにおいては、コンテンツに焦点を当てることに加えて、大手コンテン
ツプロデューサーが、顧客との関係性や広告・マーケティングの分野を強化しなけれ
ばならない。

小規模な放送事業者やコンテンツプロデューサーは、ユニークで、ローカルで、強力な
ブランド力を持つコンテンツを通じて、世界的なプレイヤーにとっての唯一無二の国内
パートナーとなる必要がある。さらに、デジタルプラットフォーマーまたは通信事業者
との戦略的提携を通じて、代替的な配信チャネルを開拓しなければならない。

放送事業者による巻き返し
このシナリオにおいては、放送事業者は動画市場の一般的な動向を注視しなけ
ればならない。放送事業者は自らの政治的役割を認識し、規制の枠組が緩和さ
れることを防ぐために影響力を行使しなければならない。

多様性に迷う
このシナリオにおいては、放送事業者およびコンテンツ事業者は自らの強みを
明確に強調しなければならない。プレイヤーの誰もがすべてを行う世界で放送
事業者とコンテンツプロデューサーが将来的にも生き残るには、力強く重点的
な戦略と適切な投資が不可欠である。
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この研究の方法論は、最初にShellによって採
用され、その後モニターデロイトによって完成
された、実績のあるシナリオアプローチに基づ
いている。7段階のシナリオ開発アプローチ（図
5参照）には、客観性、信頼性、妥当性という指
針となる科学的原則が適用される。本研究は、
デロイトEMEAネットワークのTMT業界の専門
家および業界専門家、ならびにデロイトのセン
ター・フォー・ザ・ロング・ビュー（CLV）の経験
豊富なシナリオプラクティショナーによる、一連
のインタビュー、アンケートおよびワークショッ
プに基づいている。

シナリオ設計は、根本的な課題の焦点となる問
いを特定することから始まる。テレビ・動画業界
の将来については、数え切れないほど多くを語
ることが可能なため、我々はまず、取り組むべ
き課題や戦略的挑戦について合意しなければ
ならなかった。これは、TMTのクライアントの意
思決定を適切にサポートするのに役立つもの
である。シナリオは戦略的課題に光を当てる
ツールであり、焦点となる問いはシナリオの範
囲を設定する。本事例では、「2030年までにテ
レビと動画の未来はどうなるか」という問いに
焦点を当てた。

シナリオは、将来を形作るダイナミクスを理解
するための方法である。したがって、第2のス
テップでは、焦点となる問いを牽引するドライ
バーを特定した。ドライバーとなる要素は、将
来の変化の根本的な変化要因である。それら
は、出来事や歴史の流れを形成するため、将来
のシナリオを検討する能力を劇的に向上させる。
これらのドライバーは、STEEPと呼ばれる5つ
のカテゴリーに分類することができる。これは、
社会的、技術的、経済的、環境的および政治的
な要素を意味し、1つの課題に複数のドライ
バーを適用することができる。また、ドライバー
のリストを導出するために、AIベースのトレンド
センシングおよび分析マシンであるDeep View
を用いた専門家ワークショップを実施した。
Deep Viewの活用は、シナリオ作成者の性格、
気分、好みなどの偏りを回避するのに役立つ。

第3のステップで、一連のワークショップの中で、
焦点となる問いに関する重要な不確定要素を
特定した。すべてのドライバーが不確実という
わけではなく、予め想定できるものもある。これ
らはすでに進行中のトレンドであり、いずれのシ
ナリオにおいても大きく異なる可能性は低い。
重大な不確定要素とは、将来をある方向へ、あ
るいは別の方向へと転換する可能性を持つドラ
イバーのことである。それらには2つの基本的
な特徴がある。それらは非常に大きな影響力を
有し、極めて不確実性もしくは変動性が高い。
当初は、すべての不確定要素が固有のものに
見えるが、一歩引いて考えることで、不確定要
素を一連のシナリオを作成するための構成要
素としてグルーピングし、いくつかの固まりにま
とめていくことができる。

次のステップで、不確定要素のリスト全体を直
行する２軸に当てはめることによって、シナリオ
フレームワークを作成した。それから、全く異な
るがいずれも妥当な四象限の不確実性を定義
できるようなマトリクスを作成した。当研究では、
「プレイヤーの構造はどうなるのか？」と「誰が
消費者にアクセスできるのか？」を重大な不確
定要素として用いた。

方法論
図5 － センター・フォー・ザ・ロング・ビューのシナリオ方法論

2 ドライバー
7段階の

シナリオ開発
アプローチ

6 示唆および
オプション

7 モニタリング

3 重要な
不確定要素

5 シナリオの 
       物語化

4 シナリオフレームワーク

1 焦点となる問い
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